
（平成２２年１２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手厚生年金 事案 775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

取得日に係る記録を昭和 41 年７月１日に、資格喪失日に係る記録を 43 年３月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41 年７月から 42 年９月までは１万

2,000 円、同年 10 月から 43 年２月までは１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 41年４月１日から 43年３月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録

が無かった。間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述及び申立人に係る雇用保険の被保険者記録から、申立人は昭

和 41 年７月１日から 43 年３月１日までの期間において、Ａ社に勤務していた

ことが認められる。 

また、複数の同僚の供述及びＢ社の回答から、申立人は申立事業所において臨

時社員であったと推認される。 

さらに、申立期間当時に申立事業所において臨時社員であった者で、同事業所

の雇用保険の被保険者記録がある者は、ほぼ全員が厚生年金保険の被保険者記

録が確認できる上、申立期間において臨時社員であり、給与計算を行っていた

同僚は、「私は申立事業所において臨時社員であった。正社員は共済組合に加

入し、臨時社員は厚生年金保険に加入していた。自分の給与から厚生年金保険

料を控除されていた記憶がある。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち昭和 41 年７月１日か

ら 43 年３月１日までの期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 



                      

  

また、申立人の標準報酬月額については、同僚の記録から昭和 41 年７月から

42 年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月から 43 年２月までは１万 4,000 円と

することが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、申立事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票には申立人の氏名は確認できず、整理番号にも欠番が見当

たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたと

は考えられない上、事業主から申立人に係る申立てどおりの被保険者資格の取

得届が提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者

資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても

社会保険事務所が当該届出を記録していない。これは通常の事務処理では考え

難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われ

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち昭和 41 年４月１日から同年７月１日までの期間におい

ては、申立人の雇用保険の取得日が同年７月１日であるところ、複数の同僚の

雇用保険及び厚生年金保険については、同時期に両保険の資格を取得している

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間のうち昭和 41 年４月１日から同年７月１日まで

の期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間のうち昭和 41 年４月１日から同年７

月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 46 年１月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に係る

記録を昭和 48 年４月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年１月５日から同年２月１日まで 

② 昭和 48年４月 26日から同年５月１日まで 

私は、申立期間①においてＡ社に勤務し、申立期間②においてＡ社から同社

Ｂ支社へ転勤したが、厚生年金保険の被保険者記録が無かった。申立期間①及

び②について間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人から提出のあった退職金受給申請書及びＡ社か

ら提出された社員名簿から、申立人は同社に昭和 46 年１月５日から勤務してい

たことが認められる。 

また、Ａ社から提出された申立人に係る平成 20 年分退職所得申告書によると

昭和 46 年１月５日から退職金の算定が行われているため、同社に退職金の算定

について照会したところ、「通常、正社員となった日から退職金の算定を行っ

ている。正社員であれば、厚生年金保険に加入させ、保険料を控除してい



                      

  

る。」と回答している。 

さらに、申立期間において申立人の上司であり、以前は庶務も担当していた者

に照会したところ、「申立期間①において申立人は正社員として営業事務を行

っていた。Ａ社では一般的に、正社員であれば厚生年金保険及び健康保険に加

入していた。私も正社員として採用され、すぐに厚生年金保険及び健康保険に

加入した記憶がある。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間①において厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年２月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、３万円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書における資格取得日が昭和 46 年２月

１日と記載されていることから、事業主は、同日を資格取得日として届け、そ

の結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年１月の保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された辞令書及び社員名簿並びに雇用保

険の被保険者記録により、申立人が申立期間に同社Ｂ支社へ異動し、Ａ社に継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人が昭和 48年３月 21日に転勤の発令を受け、

同年４月にＢ支社に転勤したとしていることから、Ａ社の資格喪失日である同

年４月 26日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭和

48 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、３万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は手続を誤ったと推測されると回答しているものの、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 


